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デ
ジ
タ
ル
教
育
支
援
廃
止

　
教
育
情
報
化
支
援
事
業
は
、
平
成
25
年
度
か
ら
平

成
28
年
度
に
か
け
て
実
施
さ
れ
た
。
教
育
の
情
報
化

を
推
進
す
る
事
業
は
、
既
に
小
中
学
校
に
は
存
在
し

て
い
た
が
、
一
括
交
付
金
に
よ
る
補
助
事
業
で
あ
る

こ
と
を
考
慮
し
、
新
規
の
事
業
と
し
て
実
施
し
て
い

た
。

　
新
聞
報
道
の
中
で
、
「
Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
の
廃
止

で
、
電
子
黒
板
を
活
用
し
た
授
業
の
質
が
維
持
で
き

る
か
心
配
だ
。
保
護
者
に
一
切
説
明
が
な
い
の
も
残

念
だ
」
、
「
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
習
熟
度
は
、
教
員
に
よ
っ
て

差
が
あ
る
。
今
後
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
と
し
た
授
業

で
、
教
員
の
負
担
が
増
す
恐
れ
が
あ
り
、
学
習
環
境

に
も
影
響
が
で
な
い
か
心
配
だ
」
と
報
じ
ら
れ
た
。

　
こ
れ
ま
で
本
町
が
行
っ
て
い
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員

は
、
民
間
企
業
よ
り
派
遣
さ
れ
た
支
援
員
が
、
事
業

で
使
う
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
の
使
用
や
不
具
合
が
生
じ
た

場
合
の
サ
ポ
ー
ト
を
行
っ
て
き
て
お
り
、
支
援
員
が

授
業
を
行
う
事
は
な
い
。
財
源
が
厳
し
い
中
、
今
年

度
は
こ
れ
ま
で
民
間
委
託
し
て
い
た
支
援
員
の
役
割

を
精
通
し
た
町
職
員
で
対
応
す
る
事
で
、
予
算
軽
減

す
る
事
に
し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
対
応
が
遅
れ
る
の

で
は
と
い
う
懸
念
も
あ
る
が
、
今
ま
で
支
援
員
は
２

名
配
置
さ
れ
、
小
中
学
校
合
わ
せ
て
約
90
教
室
の
対

　
２
０
１
８
年
度
か
ら
「
町
障
害
者
自
動
車
運
転
免

許
取
得
費
・
改
造
費
情
勢
事
業
（
助
成
費
は
一
件
に

つ
き
上
限
10
万
円
）
」
を
廃
止
し
た
。
財
政
難
で
各

事
業
の
精
査
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
中
、
平
成
15

年
度
ま
で
国
50
％
、
県
25
％
、
町
25
％
の
負
担
割
合

で
実
施
し
て
き
た
が
、
現
在
は
国
、
県
の
補
助
は
打

ち
切
ら
れ
て
い
る
。
利
用
状
況
は
、
平
成
12
年
度
、

14
〜
15
年
度
、
17
年
度
は
、
利
用
者
が
い
な
か
っ

た
。

　
当
局
に
よ
る
と
、
「
精
査
の
過
程
で
、
日
々
の
生

活
に
直
結
す
る
予
算
に
つ
い
て
は
、
最
優
先
で
確
保

し
、
苦
渋
の
判
断
で
は
あ
る
が
、
利
用
頻
度
等
を
鑑

み
当
該
事
業
は
廃
止
を
決
定
し
た
。
」
と
の
こ
と
で

あ
る
。

　
当
該
事
業
は
、
「
利
用
者
数
が
少
な
い
こ
と
」
を

理
由
と
せ
ず
、
「
日
々
の
生
活
に
直
結
す
る
こ
と
」

で
あ
る
か
ら
、
県
や
国
へ
補
助
金
の
復
活
を
訴
え
て

い
く
事
が
重
要
で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
。

応
を
し
て
き
た
こ
と
を
考
え
る
と
大
き
な
差
異
は
な

い
と
思
わ
れ
る
。

　
町
は
、
同
事
業
が
機
器
等
の
整
備
や
教
員
の
活
用

力
等
、
活
用
実
績
面
に
お
け
る
目
標
に
対
し
一
定
程

度
の
成
果
が
上
が
り
、
活
用
の
見
直
し
の
時
期
に
あ

る
こ
と
。
ま
た
、
限
ら
れ
た
予
算
の
中
で
、
従
来
の

手
法
に
よ
る
実
施
に
つ
い
て
は
、
廃
止
す
る
事
と
し

た
。
　

　
当
局
か
ら
議
会
に
対
し
、
「
教
育
情
報
化
支
援
事

業
の
廃
止
が
、
教
育
の
情
報
化
を
推
進
し
な
い
と
い

う
結
論
で
は
な
く
、
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
事
業
等

の
教
育
情
報
化
関
連
事
業
及
び
実
施
手
法
を
通
し

て
、
現
場
に
お
け
る
情
報
機
器
等
の
整
備
と
必
要
な

支
援
等
を
行
い
、
引
き
続
き
教
育
の
情
報
化
を
推
進

し
て
ま
い
り
ま
す
。
」
と
の
説
明
が
あ
っ
た
。

障
害
者
の
運
転
助
成
廃
止

就
学
援
助
廃
止

　＝
議
会
か
ら
強
い
要
望
＝ 

　
こ
の
制
度
は
、
経
済
的
な
理
由
で
就
学
が
困
難
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
学
年
児
童
生
徒
の
保
護
者
及
び

特
別
支
援
学
校
（
盲
学
校
・
ろ
う
学
校
・
養
護
学

校
）
の
児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
し
、
国
及
び
地
方

公
共
団
体
が
就
学
に
要
す
る
諸
経
費
を
援
助
す
る
制

度
で
あ
る
。

　
新
聞
報
道
で
は
、
「
生
活
困
窮
世
帯
の
子
ど
も
達

に
対
し
て
学
用
品
購
入
費
な
ど
を
支
援
す
る
就
学
援

助
制
度
に
つ
い
て
、
西
原
町
は
対
象
世
帯
を
２
０
１

８
年
度
か
ら
町
民
税
の
非
課
税
世
帯
や
失
業
世
帯
に

狭
め
る
。
本
年
度
は
、
低
所
得
者
世
帯
を
含
め
、
約

半
数
の
５
０
０
人
程
度
が
援
助
対
象
外
と
な
る
可
能

性
が
あ
る
。
」
と
報
じ
ら
れ
た
。

　
こ
の
件
を
重
く
見
た
町
議
会
は
、
去
る
３
月
定
例

会
で
、
本
会
議
や
一
般
質
問
等
で
町
当
局
を
問
い
質

し
た
。
そ
の
結
果
、
町
当
局
か
ら
「
現
行
制
度
の
支

給
の
在
り
方
に
は
問
題
も
あ
り
（
議
員
指
摘
）
、
本

当
に
手
当
て
が
必
要
な
世
帯
に
援
助
が
出
来
る
制
度

の
見
直
し
を
平
成
31
年
度
の
施
行
に
向
け
、
30
年
度

は
平
成
29
年
度
並
み
の
予
算
措
置
を
取
る
」
と
言
う

　
デ
ジ
タ
ル
教
育
支
援
事
業
も
含
め
て
、
沖
縄
振
興

特
別
推
進
交
付
金
（
以
下
、
一
括
交
付
金
）
を
活
用

答
弁
が
あ
っ
た
。

　
町
議
会
で
は
、
全
会
一
致
で
平
成
30
年
度
西
原
町

一
般
会
計
予
算
に
つ
い
て
の
付
帯
決
議
を
決
議
し
、

新
年
度
予
算
を
可
決
し
た
。

　
財
政
難
に
よ
る
就
学
援
助
制
度
に
関
す
る
予
算

は
、
確
保
さ
れ
た
が
、
「
財
源
が
確
保
さ
れ
て
い
な

い
」
と
い
う
大
き
な
問
題
が
あ
る
。

　
町
の
単
独
費
分
の
約
２
千
万
円
分
の
予
算
を
ど
の

様
に
捻
出
す
る
か
が
、
大
き
な
課
題
で
あ
る
。
　

　
対
策
と
し
て
、
「
制
度
の
見
直
し
」
が
必
要
で
あ

る
。
現
行
の
制
度
は
、
「
ど
う
し
て
あ
の
家
庭
が
就

学
援
助
の
対
象
に
？
」
と
疑
問
符
が
付
く
な
ど
、

「
基
準
の
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
」
と
議
会
で
も
指

摘
を
し
て
い
る
。
当
局
は
、
今
年
度
中
に
そ
れ
を
取

り
ま
と
め
る
事
と
な
る
。

学
習
支
援
員
削
減

登
校
支
援
員
廃
止

外
国
語
指
導
助
手
削
減

し
た
事
業
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
交
付
金
も
平
成

33
年
度
で
終
了
す
る
事
か
ら
、
そ
の
時
に
一
気
に
廃

止
に
す
る
と
影
響
が
大
き
す
ぎ
る
事
を
考
え
て
、

徐
々
に
縮
小
せ
ざ
る
を
え
な
い
状
況
も
あ
る
。
さ
ら

に
は
、
今
年
度
も
対
前
年
度
か
ら
、
一
括
交
付
金
が

大
幅
に
削
減
さ
れ
た
こ
と
や
財
政
難
も
理
由
と
さ
れ

て
い
る
。

　
そ
れ
を
踏
ま
え
て
、
本
町
は
学
習
支
援
員
を
対
前

年
度
比
３
分
の
２
に
削
減
（
12
人
（
１
校
２
名
で
県

内
水
準
）
）
、
登
校
支
援
員
は
廃
止
（
県
内
７
市
町

村
で
実
施
）
。
ま
た
、
外
国
語
指
導
助
手
に
つ
い
て

は
、
今
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
小
学
校
で
の
英
語

教
育
義
務
化
に
伴
い
、
人
員
を
増
や
し
た
が
（
前
年

比
３
名
増
）
中
学
校
に
お
い
て
は
、
廃
止
と
し
た
。

　
今
後
、
町
は
、
一
括
交
付
金
に
代
わ
る
補
助
金
メ

ニ
ュ
ー
を
模
索
し
な
が
ら
、
「
文
教
の
ま
ち
西
原
」

と
し
て
、
教
育
の
質
を
下
げ
る
こ
と
な
く
、
教
育
環

境
を
さ
ら
に
整
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

【事業の成果】
　１．実施内容
　　・普通教室への電子黒板の配置　➡　全教室に整備済み
　　・デジタル教科書の整備　　　　➡　全電子黒板等に導入済み

　２．数値的成果
　　・ICT活用事業実施率（使用しない教科も分母）
　　　　　　　　平成26年度　　　　　　平成28年度
　　　　小学校　　　31.６％　　　➡　　　　75.９％
　　　　中学校　　　35.５%　　　➡　　　　66.９%

　３．ICTを効果的に活用してわかりやすく指導ができる教員の割合
　　　　平成26年度　70.４％　　 ➡　　　平成28年度　84.８％
＊この事業そのものが無い市町村 ……………… 那覇市、名護市、うるま市、北中城村等　23市町村
＊機器整備と思われる事業がある市町村 ……… 南城市、国頭村、読谷村、北谷町

補助金活用の難しさ補助金活用の難しさ補助金活用の難しさ補助金活用の難しさ
=各自治体の苦慮=

　地方公共団体にとって、補助金は
ありがたい制度である。一方で、期
限付きの補助金（一括交付金も期限
付き）は、その期限が過ぎると事業
自体の縮小・廃止に直結する。
　全国ほとんどの自治体の財政は厳
しく、代替えの補助が無ければ、持
続困難となる。先の事業は、一括交
付金を活用した事業で、その例外で
はない事を付け加えておく。

問
わ
れ
る
、「
文
教
の
ま
ち
」

問
わ
れ
る
、「
文
教
の
ま
ち
」
一連
の
新
聞
報
道
に
つ
い
て


